
福島県浜通り地域における
研究開発拠点の整備等について

平成26年12⽉8⽇

独⽴⾏政法⼈⽇本原⼦⼒研究開発機構

第2回国際産学連携拠点に関する検討会
福島・国際研究産業都市（イノベーション・コースト）構想
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報告内容

 1F廃⽌措置に係る研究開発拠点の整備
環境回復に係る研究開発
情報のアーカイブ及び発信
検討課題



⽇本原⼦⼒研究開発機構（JAEA）

国際廃炉研究開発（IRID）
 廃炉等に関する研究開発の実施
 国内外からの助⾔の取込み
 ⼈材育成・⼤学等との連携強化

連携・活⽤

政府
 廃炉・汚染⽔対策の⽅向性、中⻑期ロードマップを審議・決定

原⼦⼒損害賠償・廃炉等⽀援機構（NDF）
 重要課題に関する戦略⽴案
 研究開発企画
 重要課題の進捗管理の⽀援

 タスクフォース
• 1Fにおける喫緊の課題

に対し、組織横断的か
つ機動的に対応

重要課題の提⽰・報告

助⾔・指導・勧告具体的
作業計画

研究開発資源の提供
研究開発の実施

活
⽤

連携・協⼒

業務運営
⽬標の提⽰
・計画認可

ニーズ
提⽰

成果
利⽤

意思決定に資する専⾨的
知⾒、技術情報の提供
（⽀援機構の要請等を踏
まえ、1Fから得られる情報、
データやこれまでの研究等
により蓄積された知⾒等を
分析・加⼯）

東京電⼒（廃炉カンパニー）
 プール燃料、燃料デブリの取出し
 ガレキ・廃棄物等の保管管理
 汚染⽔対策（タンク増設、汚染⽔浄化等）等

1F廃⽌措置推進に向けた研究開発体制

基⾦

事業費

交付

 研究開発拠点整備
• 楢葉遠隔技術開発センター
• ⼤熊分析・研究センター
• 廃炉国際共同研究センター

 中核をなす研究開発
• 燃料デブリの性状把握
• 放射性廃棄物の処理処分 等

 中⻑期的に貢献する
基礎基盤的な研究開発

• 実⽤技術開発を⽀える研究、データ取得
• ⼤幅な改善が期待されるイノベーティブな研究

マネジメントと実施
を分担、連携

計画の履⾏確認、
措置命令

報告
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項 ⽬ 2013
（H25）

2014
（H26）

2015
（H27）

2016
（H28）

2017
（H29）

2018
（H30）

2019
（H31）

2020
（H32）

2021
（H33）

2022
（H34）

2023
（H35）

放射性物質分析・研究施設

設置 運⽤※

遠隔操作機器・装置実証施設
本格運⽤＊建設設計

○がれき、汚染⽔⼆次廃棄物、燃料デブリ等
の放射性廃棄物の処理・処分技術開発等のための分析

運⽤増設

（年度）

○廃⽌措置に必要な研究開発に係る実証試験
○遠隔操作機器等の屋内機能実証試験
○作業者の訓練

＊H27年夏 ⼀部運⽤開始予定

○ 遠隔操作機器・装置実証施設（楢葉遠隔技術開発センター）
平成26年9⽉に建設⼯事着⼿。

○ 放射性物質の分析・研究施設（⼤熊分析・研究センター）
平成26年度から設計開始。

 １F廃⽌措置推進に必要不可⽋な遠隔操作機器
や放射性物質の分析･研究等に関する技術基盤を
確⽴するため、福島県内に研究拠点施設を整備。

 １F廃⽌措置推進に必要不可⽋な遠隔操作機器
や放射性物質の分析･研究等に関する技術基盤を
確⽴するため、福島県内に研究拠点施設を整備。

廃⽌措置を加速し、研究を⽀える研究開発拠点の整備

※放射性物質分析・研究施設の運⽤開始時期については、許可申請等も含めて精査中である。
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楢葉遠隔技術開発センターの概要

作業フロア

組⽴ 実証試験 解体

＜規模概要＞
試験棟 ：幅60m×奥⾏80m×⾼さ40m
研究管理棟：幅35m×奥⾏25m×⾼さ20m

4モックアップ階段 ⽔槽 モーションキャプチャ

遠隔操作機器実証試験エリア

ロボット・シミュレータの開発

格納容器下部補修実証試験エリア

⼈が⽴ち⼊れない現場を仮
想現実空間で体験することに
より、作業環境、作業⽅法・⼿
順の理解促進を図るなどの作
業員及び遠隔操作装置の操
作訓練を⾏う。

仮想現実空間の
イメージ

訓練者

バーチャルリアリティシステムの開発

 試験棟には、格納容器下部の漏えい箇所補修技術等の実証試験を⾏うスペースのほか、
階段、⽔槽等の標準的な試験要素を設置した災害対応ロボット実証試験エリアを備える。

 試験棟には、格納容器下部の漏えい箇所補修技術等の実証試験を⾏うスペースのほか、
階段、⽔槽等の標準的な試験要素を設置した災害対応ロボット実証試験エリアを備える。

1/8 セクター
試験体



；モックアップ試験施設での実施事項
；ロボットシミュレータを活⽤する事項

ロボット開発
ロボットの設計

ロボット（実機）の
製作

実証試験

現場投⼊（実作業）

ロボット（実機）の
動作試験

ロボット操作訓練
ロボット（実機）を⽤いた

基礎訓練

実証試験

１Ｆ環境モデルを⽤いた
ロボット操作訓練

ロボットの動作確認

；利⽤者拠点での実施事項

；１Ｆ作業現場での実施事項

凡例

ロボット標準試験法とロボット・シミュレータ
 原⼦⼒災害対応ロボットの共通基盤的なタスク遂⾏

能⼒を定量的に評価する試験法を開発し、ロボットの
要求⽔準やオペレータの技能達成⽔準を明⽰。

 原⼦⼒災害対応ロボットの共通基盤的なタスク遂⾏
能⼒を定量的に評価する試験法を開発し、ロボットの
要求⽔準やオペレータの技能達成⽔準を明⽰。

○効率的なロボット開発 ○実践的なオペレータ育成 ○合理的な作業計画⽴案
○実践的な作業訓練 ○新規参⼊促進 ○市場開拓
○オープンイノベーション ○リスクコミュニケーション

１F廃炉ロボット・シミュレータ

1F環境
データ

 廃炉において変化する作業現場等の環境データをコンピュー
タに取り込み、ロボットによる廃炉作業の計画⽴案や訓練及
びロボット開発の合理化を⽬指したシミュレータを開発。

 廃炉において変化する作業現場等の環境データをコンピュー
タに取り込み、ロボットによる廃炉作業の計画⽴案や訓練及
びロボット開発の合理化を⽬指したシミュレータを開発。

原⼦⼒災害対応ロボット標準試験法

標準試験場
を⽤いた

性能評価試験

ロボット

操作者
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6
敷地内配置（検討中）

 第1棟は低中線量試料を受け⼊れ 〜 ガレキ類、汚染⽔処理⼆次廃棄物等
 第2棟は⾼線量試料を受け⼊れ 〜 燃料デブリ、汚染⽔処理⼆次廃棄物等
 第1棟は低中線量試料を受け⼊れ 〜 ガレキ類、汚染⽔処理⼆次廃棄物等
 第2棟は⾼線量試料を受け⼊れ 〜 燃料デブリ、汚染⽔処理⼆次廃棄物等

⼤熊分析・研究センター

500m0

0 50m

：中間貯蔵施設敷地

：福島第一原子力発電所隣接地の区割り

：東京電力敷地
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環境回復に係る研究開発体制
政府

原⼦⼒機構は、除染に活⽤するために必要な
範囲内及び期間内で、放射性物質による環境
の汚染を除去し、環境を回復させるための調査
及び研究開発を⾏うとともに、その普及を図る。

基本⽅針 （復興庁）（環境省）
国は、原⼦⼒機構、国⽴環境研究所等の取

組の⽀援と連携の確保により、除去⼟壌等の量
の抑制のための技術や、事故由来放射性物質に
より汚染された廃棄物及び⼟壌の減容化のため
の技術の開発・評価・公表を積極的に進める。

基本⽅針

環境の汚染への対処に関する特別措置法 福島復興再⽣特別措置法

国⽴環境研究所等

福島県環境創造センター
 放射性物質により汚染された環境を早急に回復し、県⺠が将来にわたり安⼼して暮らせる環境を創造する。
 国内外の研究機関と緊密な連携の下、世界に冠たる国際的研究拠点を⽬指す。

⽇本原⼦⼒研究開発機構
（JAEA）
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環境回復に向けたニーズと研究開発

放射性物質の
移⾏挙動の解
明と将来予測

 7割を超える森林対策（被ばく低減と林業等再⽣）
 農⽔産業等の再⽣（植物、野菜⼯場など）
 空間線量率予測と将来の被ばく評価
 除去⼟壌・廃棄物の減容と再利⽤ 等

ニーズ

除染・除去物
対策

放射線
モニタリング・
マッピング

成果の反映
研究開発



9

放射線モニタリング・マッピング

無⼈ヘリでは測定が難しい⼭
間部についても詳細な線量率
分布等の測定ができ、広域の
線量率マップが迅速に得られる

事故の進展に応じ
た沈着状況の把握
と予測の裏付け

スケール 広域
>100 ㎞

準広域
>10 ㎞

狭域
>1 ㎞

極⼩域
〜100m

機種 有⼈
ヘリコプター

無⼈
航空機

無⼈
ヘリコプター

マイクロ
UAV

⾼度 〜 300m 〜 150m 〜 50m <10m

特徴

効率的に広
域の調査が
可能

遠隔操作で⻑
時間（〜6時
間）の⾶⾏が
可能（開発
段階）

より詳細な線
量や沈着量の
分布を測定可
能

市街地や森林
内部等の対象
を絞った調査に
有効（開発
段階）

1F事故から
7か⽉後

2011.11/5

1F事故から
30か⽉後

2013.9/28

請⼾川

⾼瀬川

請⼾川

⾼瀬川

測定

解析

無⼈ヘリによる
1F周辺の測定

プラスチックシンチ
レーションファイバを
⽤いた⾯的な放射
能分布測定技術
を開発し、ため池
底の堆積⼟の測
定にも活⽤

高瀬川



除染効果評価システム（ＲＥＳＥＴ）

ＲＥＳＥＴを活⽤した除染効果の予測
⾃治体等への除染技術⽀援

土壌・焼却灰

低濃度生成物 再生利用

減容化(=資源化)

高濃度生成物 最終処分

除染・除去物対策

2千万m3とも
推計される除
染除去⼟壌
からのセシウ
ムの濃度低
減⽅法（減
容化）の提
案に活⽤

除染除去物
発⽣量の低
減に資する効
果的な除染
⽅法の⽴案

粘⼟層に⼊っ
たセシウムは、
粘⼟の酸素と
直接結合し、
層の反対⾯で
は、負の電荷が
弱まることから
剥離が⽣じや
すくなる。

評価解析事例（⼭間部公園）

減容技術の例
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放射性物質の移⾏挙動の解明と将来予測

スクレーパプレート
による⼟壌採取

調査結果を
パラメータとした解析

セシウム分布の
経年変化解析

30年後

ダム・溜め池
堆積物試料採取

⼟壌中を移動する放
射性セシウムの割合は
ごく僅かで、森林地帯
から周辺地域に流出し
にくい



JAEA図書館
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JAEAアーカイブ

写真、動画

経済産業省、⽂部科学省、東京電⼒㈱
等の発信する1F事故関連情報

インターネット情報

委員会資料

モニタリングデータ、
プラントデータ

プレスリリース

事故
報告書

今後の取り組み（予定）
 収録情報の段階的拡充

⇒ 環境省等公表データ、国内外参考⽂献情報
⇒ JAEAの知財、供⽤施設、研究⼈材情報

 検索システムの機能強化
 国⽴国会図書館「東⽇本⼤震災アーカイブ（ひなぎく）」、

IAEA/INISデータベースとの連携

今後の取り組み（予定）
 収録情報の段階的拡充

⇒ 環境省等公表データ、国内外参考⽂献情報
⇒ JAEAの知財、供⽤施設、研究⼈材情報

 検索システムの機能強化
 国⽴国会図書館「東⽇本⼤震災アーカイブ（ひなぎく）」、

IAEA/INISデータベースとの連携

学会発表情報
⽇本原⼦⼒学会等の⼝頭発表情報

＊東京電⼒㈱HP、国⽴国会図書館イン
ターネット資料収集保存事業(WARP)に
保存されている情報を表⽰

〇平成26年6⽉に公開
〇これまでに

約400万回のアクセス

JAEAの研究開発成果、参考⽂献

研究開発
報告書

学術論⽂ 参考⽂献
（チェルノブイリ等）

収集・整理

研究開発報告書等
のフルテキスト 参考⽂献リスト

モニタリングデータ 写 真

 散逸・消失等が懸念される福島第⼀原⼦⼒発電所事故関連情報を蓄積・保存（アーカイブ化）
・公的機関のインターネット情報（約50,000件）、学会発表情報（約1,300件）

 散逸・消失等が懸念される福島第⼀原⼦⼒発電所事故関連情報を蓄積・保存（アーカイブ化）
・公的機関のインターネット情報（約50,000件）、学会発表情報（約1,300件）

収集・整理

 福島第⼀原⼦⼒発電所事故に関するJAEAの研究開発成果、国内外関連⽂献情報を発信
・JAEA研究開発成果（約1,400件）、国内外関連⽂献情報（約23,000件）

 福島第⼀原⼦⼒発電所事故に関するJAEAの研究開発成果、国内外関連⽂献情報を発信
・JAEA研究開発成果（約1,400件）、国内外関連⽂献情報（約23,000件）



国内外の英知の集約と情報発信

国・自治体

研究者
技術者

研究機関
教育機関

海外機関

医療関係者

国・自治体

研究者
技術者

医療関係者

統合型アーカイブ

JAEA（技術資料、論⽂）
参考⽂献

インターネット情報
⼝頭発表情報

国内外関係機関情報

研究機関

産業界

海外関係機関

⾏政機関

⼀般

⼤学、学会

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

JAEA（知財、供⽤施設、
研究⼈材情報）

技術資料、
学術論⽂

インターネット情報

研究成果、データ

供⽤施設
情報知財情報 研究⼈材

情報

連携

⼀
元
集
約

JAEAアーカイブ

・福島事故報告書
（IAEA、 ⽶国NRC、 etc）

・参考⽂献、調査資料
（チェルノブイリ、⽶国TMI、 etc）

Ⅰ：技術資料、論⽂

海外関係機関
Ⅰ：報告書、参考⽂献 Ⅲ：インターネット情報

Ⅰ、Ⅲ：⾏政機関（MEXT、 METI、 etc）、
研究機関（IRID etc)、東電、学会

報告書、公⽂書、
参考⽂献

学会発表情報

ユーザー

国内関係機関

JAEA

情
報
発
信

Ⅱ：知財、供⽤
施設情報、⼈材
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 JAEAアーカイブの収録情報を段階的に拡充・集約（Ⅰ〜Ⅲ）し、国内外に発信 JAEAアーカイブの収録情報を段階的に拡充・集約（Ⅰ〜Ⅲ）し、国内外に発信
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検討課題＜環境試料の分析施設＞

 ⼤学、研究機関等が利⽤可能な環境試料の分析施設
• 避難区域等の環境試料を分析可能で、⼤学、研究機関等が、共同で利⽤

可能な分析施設の設置を検討してはどうか。
• JAEAでは、県や町のご協⼒を得て、笹⽊野分析所（福島市）や⼤熊町公

⺠館で環境試料の分析を実施している。笹⽊野分析所の機能については、
福島県環境創造センターA施設（三春町；平成28年度より）に移転。

• 汚染環境の調査や環境回復に関わる研究について国内外の研究者との共
同研究を推進していくためには、擾乱をあまり受けていない避難区域等の環
境試料を分析するための⼤学、研究機関等が利⽤できる分析施設が求めら
れる。

• 分析施設を⼤学、研究機関等が利⽤し、維持管理するための仕組みや体
制の構築と予算の確保が必要である。



ネットワークの例

防災への応用
と高度化

.

福島環境回復のための
研究開発

人材育成

連携した取組

国内の大学・研究機
関（福島大、筑波大、
京大、東大、北大等）

海外の大学・研究機
関（PNNL1), SUERC2), 
LBNL3) ,UCB4)等）

1) Pacific Northwest National Laboratory
2) Scottish Universities Environmental 

Research Centre
3) Lawrence Berkeley National Laboratory
4) University of California, Berkeley

福島県環境創造セン
ター （JAEA、国環研、
福島県；於南相馬市・
三春町）

研究開発成果の⼈材育成への活⽤
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検討課題＜環境回復に係る⼈材育成＞
 環境回復に係る⼈材育成

• 国内外の研究者と連携した環境回復に係る⼈材育成の取組みを検討してはどうか。
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検討課題＜情報発信拠点＞

 情報発信拠点に係る枠組みの整備
• 福島に関連する情報を網羅的に⼀元的に収集し、オールジャパンとしてアーカ

イブを構築する連携・協⼒の「枠組み」を整備する必要がある。JAEAが持つ
国⽴国会図書館等とのネットワークを活⽤し、イノベーションコースト構想に参
画する機関を中⼼に関連情報の共有化を進めてはどうか。

 情報発信拠点に係る運⽤体制の整備
• ⼀元集約した情報の共有と発信を合理的に進めるには、情報の記録・整理・

保存等のアーカイブ業務及び産学官との橋渡し業務（コモンズ）を実施・管
理する組織を設け、その業務運営体制を整備する必要がある。



• JAEAアーカイブ等を活⽤し、研究開発成果の【⾒える化】を展開
• 産学官との【橋渡し】機能を設け、更なるイノベーション、新たなビジネス創出を⽀援

⇒ 専⾨家（情報コンシェルジュや産学コーディネータ）が常駐
• 研究開発の促進、研究者・技術者育成のため、情報の収集・提供・発信機能を整備

これらを駆使して

検討課題＜コモンズ（連携拠点）の整備＞

コモンズは、現地で情報・成果・技術を活⽤し、
更なるイノベーションを産み出す公共の場

専⾨家による「橋渡し」

コモンズ（連携拠点）

成果物の展⽰・説明

情報収集・提供・発信機能

⼀元集約

・国内外関係機関の各種情報
・関係⾃治体が記録した情報

・JAEAアーカイブ
JAEAの研究開発成果、知財情報、供⽤施設情報、研究⼈材情報
国内外参考⽂献情報、インターネット情報、学会発表情報

蓄積・利⽤

JAEAアーカイブ等
新たな成果情報

の発⽣

新たな成果、イノベーション、
ビジネスの創出
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新たに拡充・整備
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検討課題＜⼈材確保・周辺環境の整備＞

 ⼈材確保
• 廃炉は⻑期間にわたる作業であり、⼤学教員や研究開発法⼈の増員も含

めた中⻑期的視点での研究者や技術者の⼈材確保が必要である。そのた
めの⽅策として、⼤学のポストを⽤意し、ポスドクのキャリアアップにつながるよう
な体制を準備してはどうか。

 研究者、企業等に魅⼒を感じてもらえる周辺環境の整備
• 幅広い分野の研究者、技術者が集まり、より良い成果を出していくためには、

研究開発環境のだけではなく、⽣活インフラの整備等の⽣活環境の整備が
重要。

• 交通、宿泊施設、商業施設等のほか、研究者を呼び込むためのPR、地元
企業によるサポートも必要。

• インフラ整備は、まちづくりの基礎となるため、交通、産業、⽣活のためのインフ
ラ整備を⼀体的に進める必要がある。


